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日伯戦略的経済パートナーシップ賢人会議は、日本とブラジルが共有する共通の課題に焦点を絞り

大所高所より議論を行い、結果を両国政府の首脳に対して提言を行うべく発足した両国経済界の有

識者による会議体である。この会議体は、両国間の戦略的経済パートナーシップに基づくより緊密

な経済関係を推進することを目的として、2007年以降定期的に会合を開催してきた。 

 

本年は 4 月 10 日に第 12 回会合を東京にて開催した。地政学的な緊張の高まりや経済の不安定化、

低炭素・脱炭素の取組の進展、人工知能（AI）・デジタルトランスフォーメーション（DX）の急速な

発展といった昨今の状況に鑑み、「脱炭素分野における協力連携」、「経済安全保障に関する課題 - サ

プライチェーン強靭化、製造業の競争力再強化、食料問題など」、「Digitalization・AI のもたらす

Opportunity」、「2024 年の優先課題」との 4つのテーマに関し、両国賢人会議メンバーが活発に意見

を交わし両国の連携の在り方につき議論した。 

 

1つ目のテーマである「脱炭素分野における協力連携」は、過去 3回の会合に於いても議論を行った

が、その重要性を理由に今回の会合においても取り上げたテーマである。 

 

昨年の会合では、エネルギーマトリックスの 85%がバイオエタノール・水力・太陽光・風力などの再

生可能エネルギーにて賄われるなど、再生可能エネルギーの活用が大きく進み、更なる拡大のポテ

ンシャルにも富むブラジルと、低炭素・脱炭素に関する先進的な技術を持つ日本が、輸送業や鉄鋼

製造業など脱炭素化が困難な分野に於けるエネルギートランジションへの共通課題の解決に向け補

完し合える関係にあることが確認され、バイオエタノール・バイオ燃料、持続可能航空燃料（SAF）、

グリーン水素・アンモニア、バイオケミカルなど様々な分野で互いの協力による具体案件を進めて

いくことが重要であるとの結論になった。 

 

今回の会合では、前回会合での結論をもとに、この一年間どのような取組が日伯の協力のもと進め

られたか、どのような技術的発展があったかなどを振り返るとともに、その振り返りをもとに今後

何をすべきか・何に力を入れるべきかとの議論が行われた。 

 

ブラジルでは、脱炭素に向けた取組が新たな産業政策に於ける課題として認識され、ここ数年の間

でに加速度的に進展している。農業や森林由来のバイオマスを活用したバイオ燃料・バイオガスの

生産・開発、太陽光・風力などの再生可能エネルギー生産の更なる拡大、グリーン水素の開発など、

あらゆる方策・可能性につき検討がなされる中、日本企業による具体的な投資案件、ブラジル企業

との協業も進んでいる。 

 

ブラジルと日本が持つ高度で多彩な技術力と再生可能エネルギーのポテンシャルを組み合わせたク

リーンエネルギー技術の共同開発や共同事業が、相互に利益を生み出すことに疑いはない。また都

市化が進む現代社会において、持続可能な都市開発は重要な課題であり、日本とブラジルは都市計

画やエネルギー効率の改善などにおいて相互に学び合うことが出来る。更にブラジルは広大な農地

や森林を持つ国であり、持続可能な農業や林業の開発は大きな可能性がある一方、日本は農業技術

や森林管理のノウハウを持っており、ブラジルとの協力によって持続可能な農業や林業を推進する

ことができる。 



賢人会議として、日本とブラジルの経済界がこれらの協力可能性の具現化を更に強化・進展させる

ことを重視すると共に、会議に於いては、その具体的取組の可能性・施策について、各メンバーより

次の指摘・提案がなされた。 
 

 バイオ燃料・バイオガス・持続可能な航空燃料(SAF)関連の日伯企業による共同事業化の加速化。 

 水素還元鉄に関する更なる技術開発とその実用化に向けた検証の継続。 

 鉄鋼業の脱炭素化の促進を目的としたグリーン・ブリケットの活用に関する日伯企業間の協力

の強化と拡大。 

 ブラジル国内市場のみならず、ブラジル国外への輸出も視野に入れたフレックス燃料ハイブリ

ッド車 (FFVs)の導入やプラグインハイブリッド車 (PHEVs)の拡大など、モビリティ業界とし

ての新たな取組の強化。 

 トラック輸送の効率化による CO2 排出低減への貢献。 

 サトウキビ由来のエタノールを、ガソリンとの直接混合や SAF、水素、船舶用バイオ燃料、バイ

オケミカルなどの原料として、低炭素社会に向け利用可能で競争力と即効性のある脱炭素化ツ

ールとして認識し、促進するための日本とブラジルが共同で取り組むこと。サトウキビの生産

はブラジルの農業地域の 1.35%しか利用しておらず、森林伐採なしでの生産拡大の大きな可能

性を秘めており、単位面積あたりのエネルギー生成の点で非常に効率的であること。 

 相互利益を伴う二国間協力の例として、輸送に於ける物流コストと二酸化炭素排出量を削減す

る一方で、バイオ燃料の生産を奨励することにより、ブラジルと日本の間で「Book and Claim」

メカニズムを推進すること。 

 脱炭素にかかる再エネ・省エネ等の金融支援の拡大。ブラジルと日本の開発銀行間の戦略的パ

ートナーシップによる投資の活性化、バイオ燃料技術・生産の加速化の可能性。 

 プロジェクトファイナンス、技術移転、研究開発などの分野での共同イニシアチブにより、協

力可能性を最大限に引き出し、両国の持続可能な開発を促進すること。 

 グリーンアルミニウムに関する技術開発。 

 天然ガス及び二酸化炭素回収・貯留技術（CCU）を活用したブルー水素製造の事業化・ 

 洋上風力発電の拡大。 

 次世代船舶の開発。 

 陸路・河川交通の改善や教育プログラムの実施など、アマゾン地域の住民への支援と、その支

援を通じた違法な森林伐採の抑制への貢献。 

 農薬・農業資材分野での日本のブラジルへの貢献可能性。 

 

2つ目のテーマである「経済安全保障に関する課題 - サプライチェーン強靭化、製造業の競争力再

強化、食料問題」は、世界の多くの地域で地政学的緊張が高まる中、経済安全保障にかかわる各課題

に日本とブラジルがどのように協力し課題解決に貢献できるかを議論するものである。サプライチ

ェーンの強靭化や多元化、機微物資の確保や機微技術の管理、エネルギーや食料などの生活基本物

資の調達安定性といった課題に加え、ブラジル政府の取り組む製造業の競争力再強化という命題が

目の前にある。 
 

経済安全保障の観点に於いて、ブラジルと日本は重要な役割を負っている。先ずブラジルは天然資

源が豊富であり、特に鉄鉱石・ボーキサイトなど鉱物資源や石油、天然ガスなどエネルギーの供給



国として重要である。次に世界最大の農業生産国の一つとして、特に大豆をはじめとする穀物、食

肉などの農畜産物の安定的な供給地として世界の食料安全保障に寄与している。更に、新興経済国

の一つとして様々な成長産業、特に自動車産業、航空宇宙産業などの伸長が期待され、その経済成

長は世界経済全体の安定も繋がると共に、国際社会全体の安全保障にも大きく関わっている。 

ブラジルの持つ豊富な天然資源、特に鉄鉱石や鉄鋼製品（直接還元鉄(DRI)、Hot Briquetted Iron 

（HBI））は、日本の産業にとって重要な役割を果たしている。日本は、ブラジルとの協力により安定

した資源や食料の供給を受けることができる。また日本は、2億人を超える人口を抱え経済成長の続

くブラジル市場に対し、その製品やサービスを提供することにより新たな販売先やビジネスチャン

スを見いだすことができる。更に製造業や先端技術分野における技術交流や共同研究プログラムに

より、相互に成長し合いながら新たな技術開発や産業革新を実現することもできる。 

 

脱炭素分野のみならず、このような経済安全保障の観点からも、日本とブラジルはお互いが補完し

合える良い位置関係にある。また両国はそれぞれの社会が同じ価値観を共有するとともに、ブラジ

ルに於ける日系コミュニティーの存在と同コミュニティーが築き上げてきた日本とブラジルの間の

親近感・信頼感という特別な関係性も存在する。機微物資や生活基本物資のサプライチェーンにお

ける依存関係に於いては、地理的距離の大きさが課題である。しかしながら、この両国社会の特別

な関係性は日本にとって他国との間にはない固有のものであり、その利点を重視した密接な取組が

重要である。 

 

賢人会議では、このような両国の相互補完の可能性や特殊な関係性を背景に、両国にて如何なる取

り組みを行うべきかにつき、次の意見や提案が呈された。 

 

 技術の活用によるブラジルと日本に於けるサプライチェーン多元化に対する取組の重要性。 

 クリティカルミネラル分野での日伯共同での事業開発。 

 モビリティの電動化や、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた電力の需給調整への活用な

ど、今後の電化・デジタル化、社会の基盤維持に不可欠な蓄電池の開発に於ける協力。 

 生産性向上に資する高度専門人材に関する連携。 

 製鉄業界に於ける低炭素製品生産を目的としたブラジルでの工業団地(メガハブ)への投資を促

進すべく日本とブラジルがパートナーシップを深めること。ブラジルでの Neo 

Industrialization における 2 つの基軸である「技術と Innovation」の重要性を認識した取組

を行うこと。 

 食料供給基地としてのブラジルに於ける AIを用いた農業生産性の向上 

 自動車分野への金融支援など。 

 サプライチェーンの強靭化・多様化に加え、サプライチェーンの各過程を通じ生産効率の改善

が重要であること。 

 今後数年の間にブラジルでエネルギーが余剰となることを考慮し、ブラジルに於けるデータセ

ンター・メガハブの設置に向け、日本とブラジルが協力すること。 

 

3つ目のテーマである「Digitalization・AIのもたらす Opportunity」は、これら分野に於ける両国

の連携や協力の可能性に問うものである。 

 



日本は、AI やロボット工学、自動制御システムなど様々な分野で先進的な技術開発を行っている。

一方、ブラジルは、バイオ燃料、農業技術などの分野で特に優れた技術を持っている。両国が持つ強

みを組み合わせ、共同研究や技術開発を行うことで相互に補完しあうことが可能である。 

 

また両国が持つ豊富なデータは、生産性向上や収益改善に大いに活用可能である。例えば、農業分

野においてブラジルの広大な農地で収集されたデータは貴重である。これらデータと日本の高度な

技術を組み合わせることで、効率的な農業生産を追求することが可能であると考えられる。このよ

うな Big Dataを用いた日伯連携のアプローチは、デジタルヘルスケアやスマートシティなど他の分

野でも応用可能である。 

 

更に日本とブラジルでは、新しいビジネスやテクノロジーの発展を支援するための様々なインキュ

ベーション・プログラムが存在する。両国が連携し、スタートアップ企業やイノベーターの交流を

促進することで、新たなビジネスチャンスや投資機会を創出することも可能である。両国は、高等

教育レベルが高く、研究成果も豊富である。両国の大学や研究所が連携し、学生や研究者の交流を

推進することで、新たな知識や技術の共有が可能である。特に人材育成や技術スキルの向上が求め

られるデジタル化と AIの分野で、共同研究や教育プログラムの開発は重要な役割を果たす為、これ

ら研究やプログラムの支援を経済界として考えることも重要である。 

 

日本とブラジルは、それぞれ独自の技術と大きな経済力を保持する為、デジタル化と AIにおける連

携と協力は大きな可能性を秘めている。双方の国の強みを融合させ、共同プロジェクトや交流を通

じて相互に発展していくことが期待される中、賢人会議に於いては、下記の取組の重要性や課題解

決の必要性が指摘された。 

 

 ブラジルの多様な植物相と AIを活用したブラジルでの創薬事業の可能性。 

 ヘルスケア分野での AIの活用。 

 デジタルで包摂的な都市。社会的弱者へのサービスや気候適応能力を向上させるために、都市

におけるデジタル技術の利用を促進すること。例えば、都市部の天気予報や住民保護のための

デジタル技術の応用など。 

 Big Dataを用いた故障予知システムの普及などによるブラジルの重要産業における生産効率向

上への貢献。 

 農業や鉱業及びその周辺業界における Digitalizationと AIの活用について。 

 人工知能に関連する活動が、人々や企業に害を及ぼす方法ではなく、社会の進化を指示して行

われるように、AI に関する意識的且つ意欲的な法整備を進めるために、AIに関するニーズと懸

念に両政府と民間企業が協力して対応すること。 

 ブラジルの教育機関と日本企業との間で、教育・資格取得に関するパートナーシップを構築し、

AI に関する人材育成の促進を目指すこと。 

 コネクティッドサービスの展開による顧客の利便性向上に関する各種取組を進めること。また

日本発のハードウェアを踏まえ、ブラジルならではのニーズに即したコネクティッドサービス・

アプリケーションが開発できる人材の発掘・育成の推進。 

 高品質な通信ネットワーク構築のための資金援助。 

 AI の開発と活用に於ける倫理観の在り方についての議論の必要性。 

 

最後の「2024 年の優先課題」は、G20 首脳会議が 11月にリオデジャネイロで開催される本年に、日

伯の経済的連携と協力の深化に向けて、経済産業界として何をすべきか、何を訴えるべきかを改め



て議論することを目的とするものである。 

 

賢人会議に於いては、その発足以来長年に亘り、日本・メルコスール間での経済連携協定（EPA）の

早期締結を両国政府に訴えかけてきた。EPAの締結により、日本とメルコスール間の通商交易が更に

活発化することが予測されると共に、外国資本による投資に関する規制の見直し、紛争解決のルー

ル策定など、投資環境の整備と改善により、日本とメルコスール地域のそれぞれの企業による相手

国・地域側への投資が促進されることが期待される。またこれら交易や投資の活発化により、両地

域の経済成長が促進され雇用創出や技術の移転などの恩恵が生まれる。更に査証・在留・就労要件

の緩和が行われた場合、日本とメルコスールの人々の往来が増え、文化交流や労働力の共有が促進

されるとともに、観光、教育、研究などの分野においての相互の理解や協力が深まることも期待さ

れる。 

 

このように EPA の締結は、日本とメルコスール地域における交易・投資の促進に留まらず、文化や

人事の交流、双方の経済成長という効果にも繋がり、自由・公正な国際経済秩序の構築にも寄与す

る可能性がある。 

 

日本にとってメルコスールは、EPAや FTAを締結していない数少ない地域である。新たに加盟したボ

リビアも含めるとメルコスール加盟国全体の人口は 2 億 8 千万人を超え、相当の人口を抱える大型

経済圏と言える。ブラジル企業にとっても EPA により日本市場へのアクセスが促進されることとな

る。しかしながら、メルコスールと他国・他地域との EPA 交渉が進んでいると聞く。メルコスール

に輸出される日本製品やメルコスールに投資する日本企業が、EPAや FTAを既に締結する他国・他地

域と比べ、競争力を失わないように、日本とメルコスールの間の交渉を優先させることが重要であ

る。ブラジルと日本にとってメルコスールとの EPAは喫緊の課題である。   

 

日本・メルコスールとの EPA 締結には、当然のことながらいくつかの議論がある。同地域からの大

きな競争力を持つ農畜産物の流入を危惧する日本の農畜産業界の懸念や、日本から同地域に流入す

る工業製品に対する地元製造業者の反応など、いくつか乗り越えなければならない課題がある。こ

れら課題については、EPAのもたらす効果・効能に対する適切な評価に向けた対話と理解の醸成に努

めることにより、早急に解決する必要がある。 

 

このような情勢を踏まえつつ、本年 11月にリオデジャネイロで開催される G20首脳会議に向け、今

後 7 か月の間に日本とブラジルの政府首脳による相互往来と対話の機会が多く望まれる中、賢人会

議としては、両国政府に対し日本・メルコスール EPA 導入に向けた政府間の公式検討・対話の開始

を、改めて強く要請する。特にブラジルに於いて賢人会議メンバーは、ブラジル政府に対し、日本・

メルコスール EPA の採択を促すべく尽力する。 

 

以上、賢人会議として、今回議論した結果を両国政府首脳に報告すると共に、その提案・提言の具現

化に向け、両国政府および経済産業界、個々の民間企業と連携し、個別具体的な取組・事業の創出・

拡大を目指し、両国経済の発展に寄与する所存である。 
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